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本日お話しすること

本日は、障がい者雇用の価値を高めるためのサイクルの中で、
障がい者雇用の価値のコミュニケーションについて、ご紹介する

障がい者雇用の価値向上のためのサイクル

①価値の認識

②価値の発揮
③価値の

コミュニケーション

「自分達が発揮すべき価値
が何なのか」を認識する

発揮した価値を
ステークホルダーに適切に
伝える

価値の発揮に向けて、
目標を掲げ、達成する



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 2

本日お話しすること

価値のコミュニケーションは、下記の５つの基本要素から構成される

どのような
コンテンツを以って

誰に

いつ・どこで

どのような手段でどんな価値を
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本日お話しすること

本日は、①障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状、②価値コミュニケーションに
起きる変化、③企業に求められる対応の方向性、に関する調査結果をご紹介する

②価値コミュニケーションに
起きる変化

①障がい者雇用の価値と
コミュニケーションの現状

③企業に求められる
対応の方向性
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状はどのようになっているのか？
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どんな価値を」

「どんな価値を」は、大きく５つに分類される

障がい者雇用の価値の分類（例）

姿勢雇
用
の
視
点
・
目
的

守りの姿勢
:リスク管理、
社会的責任

攻めの姿勢
:ビジネス機会
の獲得、自社
の競争力向上

タスク型
:多様な経験や能力、価値観の活用

デモクラフィー型
:属性の多様化

出所）谷口真実『ダイバシティ・マネジメント』（2005年、白桃書房）よりNRI作成

業務への直接的な貢献

• 接客業務や商品制作などに
参加し、企業の売上・利益
に貢献

新たな事業の創出

• 障がい特性や障がい者自身
の特性・能力を新規事業開
発に活用

業務への間接的な貢献

• バックオフィス業務や清掃など、
社内業務の効率化等に貢
献

ダイバーシティ経営の推進 等

• 障がい者を雇用することで、親会社の
掲げるダイバーシティやノーマライゼー
ションなどの倫理的な配慮を推進

法令遵守

• 障がい者を雇用することで、法定雇用
率を達成する等、法令遵守に貢献

障がい者の「雇用」による価値

障がい者の「活躍」による価値：
事業価値

障がい者の「活躍」よる価値：
非事業価値
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どんな価値を」

特例子会社が「価値の発揮ができている」と認識している価値は、法定雇用率、CSR、
地域貢献等がメインとなっており、他の価値の発揮は相対的に低い水準にある

特例子会社： 障がい者雇用の価値の発揮に関する認識

16.2%

33.3%

35.5%

40.9%

57.1%

62.6%

68.2%

80.2%

82.8%

90.4%

52.0%

52.0%

49.7%

47.0%

36.4%

32.3%

27.8%

15.2%

16.7%

9.1%

31.8%

14.6%

14.7%

12.1%

6.6%

5.1%

4.0%

4.6%

0.5%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

親会社、グループ会社の事業開発への貢献（N=198）

親会社、グループ会社の役職員への啓発（N=198）

売上げ・利益・コスト削減効果への貢献（N=197）

親会社、グループ会社の業務改善、効率化への貢献（N=198）

ESGやSDGｓへの貢献（N=198）

企業ブランドの向上（N=198）

企業のダイバーシティ経営への貢献（N=198）

地域貢献（地域における障害者雇用の促進等）（N=197）

CSRへの貢献（N=198）

法定雇用率の達成（N=198）

価値の発揮ができている 価値の発揮が十分にできていない 価値として認識していない／発揮したいと思わない

出所）障がい者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査、野村総合研究所、2018

*上場企業の調査結果はP.38に掲載
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「誰に」

特例子会社のコミュニケーションの対象は、経営層や障がい者支援機関等に偏っているの
が現状である

特例子会社： 障がい者雇用の価値のコミュニケーション状況

18.0%

90.9%

23.1%

25.5%

36.9%

32.8%

50.5%

72.7%

75.8%

8.6%

65.1%

61.7%

55.9%

66.7%

49.0%

26.8%

6.2%

0.5%

11.8%

12.8%

7.2%

0.5%

0.5%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

一般会社（N=194）

障害者支援機関／特別支援学校／公的機関

（ハローワーク等）（N=198）

親会社、グループ会社、貴社の顧客／消費者（N=195）

親会社、グループ会社、貴社の取引先（N=196）

親会社、グループ会社の株主（N=195）

親会社、グループ会社の一般社員（N=198）

親会社、グループ会社の管理職（N=198）

親会社、グループ会社の経営層（N=198）

価値を伝えられている 価値を伝えたいが、伝えられていない 価値を伝えたいと考えていない

出所）障がい者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査、野村総合研究所、2018

*上場企業の調査結果はP.39に掲載
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どのようなコンテンツを以って」、「いつ・どこで」、「どのような手段で」

社内コミュニケーションでは、価値を伝える機会・リソース・コンテンツの不足が
課題の上位に挙がっている。また、課題を感じていない企業が、約46％存在する

出所）障がい者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査、野村総合研究所、2018

特例子会社： 社内ステークホルダーに対するコミュニケーションの障壁

46.4%

6.1%

6.6%

7.7%

17.9%

26.0%

33.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

障壁は特にない

その他

障がい者雇用の価値を伝える相手が

分からない／いない

障がい者雇用の価値を伝える媒体・手段

（社内報・CSRレポート・全社会議等）がない

障がい者雇用の価値を伝えるコンテンツ

（成果・トピック等）がない

障がい者雇用の価値を伝えるリソース

（労働力・予算等）がない

障がい者雇用の価値を伝える機会がない

（N=196）

*上場企業の調査結果はP.40に掲載
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36.0%

4.6%

7.6%

15.2%

18.3%

21.8%

27.4%

37.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

障壁は特にない

その他

グループ全体の情報発信を担っている親会社に対して、

障害者雇用の情報発信をすることを説得できない

障害者雇用の価値を伝える適切な相手が分からない／いない

障害者雇用の価値を伝える媒体・手段

（社内報、CSRレポート、全社会議、等）がない

障害者雇用の価値を伝えるコンテンツ（成果、トピック、等）がない

障害者雇用の価値を伝えるリソース（労働力、予算、等）がない

障害者雇用の価値をステークホルダーに伝える機会がない

障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どのようなコンテンツを以って」、「いつ・どこで」、「どのような手段で」

社外コミュニケーションでは、価値を伝える機会・リソース・コンテンツの不足に加えて、
価値を伝える手段・相手がない／分からないことが課題に挙げられている

出所）障がい者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査、野村総合研究所、2018

特例子会社： 社外ステークホルダーに対するコミュニケーションの障壁

（N=197）

*上場企業の調査結果はP.41に掲載
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これから障がい者雇用の価値コミュニケーションに、どのような変化が待っているのか？
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価値コミュニケーションに起きる変化

法定雇用率の上昇、ESG・SDGs・ダイバーシティ経営への関心の高まりにより、
「どんな価値を」が単なる「雇用」から「活躍」に変わっていく

法定雇用率の上昇（2.3%へ）
精神障がい者の雇用義務化

ESG・SDGs等の非財務指標、
ダイバーシティ経営への関心の高まり

組織の大型化

 従来より人員数が大幅に増加

 組織としての活動範囲・裁量が拡大？

人材の多様化

 組織構成員のバリエーションが増加

• 身体・知的・精神の障がい者

 障がい者目線の事業評価、新たな発想の
機会創出

非財務指標に関する貢献への期待

 ESG指標・SDGsへの貢献

ダイバーシティ経営に関する貢献への期待

 多様性（性別・性的嗜好・障がい等）による
組織の活性化への貢献

事業価値での貢献の必要性

変化 変化

非事業価値での貢献の必要性
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価値コミュニケーションに起きる変化

成果指標の導入状況に係るアンケートの結果からも、特例子会社が単なる「雇用」から
「事業価値／非事業価値での貢献」にステップアップしようとしていることが見て取れる

特例子会社： 障がい者雇用の価値に係る成果指標の導入状況と導入意欲

（N=194）

出所）障がい者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査、野村総合研究所、2018
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成果指標（定量・定性）の導入比率（％）

成果指標の導入意欲（％）

障がい者雇用の人数

障がい者雇用の人数達成に向けた活動

ダイバーシティ経営への貢献

広報活動

メディア等への外部発信

グループ業務への間接的な貢献

障がい者雇用に関する定着状況

グループ業務への直接的な貢献

新規事業創出・ノウハウの蓄積

すでに成果指標が普及している価値

成果指標の導入を模索しているが、
実現できていない価値

*上場企業の調査結果はP.42に掲載
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価値コミュニケーションに起きる変化

これまでは、障がい者の「雇用」に関する価値を、
経営層・幹部層・人事部に適切に伝えることが出来ていれば問題なかった

障がい者雇用の実績

親会社の経営層・
幹部層・人事部

経営会議・幹部研修

採用実績のレポート法定雇用率の達成

障がい者の「雇用」に関する価値とコミュニケーション（例）

どんな価値を

どのような
コンテンツを以って

どのような
手段で

いつ・どこで

誰に
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価値コミュニケーションに起きる変化

しかし、障がい者の「活躍」による価値を適切に伝えるために、
従来のコミュニケーションを改善していく必要があるのではないか

売上・外注費の削減量
（金額換算）

親会社の経営・
各事業部・現場社員

経営会議・
現場での交流

レポート等売上向上・コスト削減等

障がい者の「活躍」に関する価値とコミュニケーション（例）： 事業価値の場合

どんな価値を

どのような
コンテンツを以って

どのような
手段で

いつ・どこで

誰に
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価値コミュニケーションに起きる変化

しかし、障がい者の「活躍」による価値を適切に伝えるために、
従来のコミュニケーションを改善していく必要があるのではないか

社内交流の実績・表彰実績・
対外講演回数

人事部・広報・
現場社員・一般社会

イントラネット・
表彰の場・メディア

社内報・
CSRレポート・対外指標

ダイバーシティ経営・
およびその対外発信

障がい者の「活躍」に関する価値とコミュニケーション（例）： 非事業価値の場合

どんな価値を

どのような
コンテンツを以って

どのような
手段で

いつ・どこで

誰に
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価値コミュニケーションに起きる変化

まとめると、下記のようなコミュニケーションの変化が起きる可能性がある

• 雇用実績

• 法定雇用率
法令遵守

価値の変化に伴うコミュニケーションの変化

価値 コンテンツ

• 売上

• 外注費の削減量

• 親会社社員の
業務時間削減量

• 対外講演回数

• メディア露出回数

• 表彰実績

事業価値

非事業価値

「
ど
ん
な
価
値
を
」
の
変
化

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
変
化

• 経営会議

• 幹部研修

機会

• 経営会議

• 現場での交流

• 経営会議

• 現場での交流

• イントラネット

• メディア・表彰

• 親会社への報告

• 協議、グループ
ワーク等

手段

• 親会社への報告

• 対面コミュニケー
ション

• 親会社への報告

• 社内報

• CSRレポート

• 対外指標

• 経営層

• 幹部層

• 本社

相手

• 経営層

• 本社

• 現場社員

• 本社

• 現場社員

• 広報

• 一般社会
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では、企業はどのように対応すべきか？
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企業に求められる対応の方向性： 障がい者雇用の価値コミュニケーションにおける課題

コミュニケーションの機会、コンテンツ、手段・相手に関する課題について、
様々な工夫により課題を解決できるのではないか

障がい者雇用の価値コミュニケーションにおける課題

• 障がい者雇用の価値を伝える
場が十分にない

機会がない

• その他の課題を解決することで、
リソースを確保できる可能性

リソースがない

• 障がい者雇用の価値を説明し得
る成果が十分にない

コンテンツがない

• 特に対外発信において、誰に、
どのような手段で価値を発信
すべきかが分からない

手段・相手が
ない／分からない

社外 社内

各課題を解決して、
事業／非事業価値を
適切に伝えている
先進事例をご紹介

1

2

3
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①機会がない： タスクフォースの組成

特例子会社A社は、親会社からの業務の切り出しを目的としたタスクフォースを組成した。
これによりステークホルダーの要望を定期的に聞き、価値を発信することが可能

A社：タスクフォースの組成

Before After

親会社
（人事部）

特例子会社A社

グループ会社
（経営幹部）

親会社
（人事部）

特例子会社A社

• 法定雇用率の増加を背景に、障がい者の活躍の場
を広げたいが、特例子会社に依頼する方が外注より
もコストがかかることもあり、個別の相談では業務
の切り出しが困難

• 2014年のタスクフォースの組成により、グループ内の
人的リソースを活用することが可能

• 定期的に切り出せる業務が無いかを調査・協議
し、経営幹部が意思決定することで業務を確保

グループ会社
（経営幹部）

グループ会社
（経営幹部）

グループ会社
（経営幹部）

出所）A社 ヒアリング
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①機会がない： 現場社員との交流

事業価値だけでなく、ダイバーシティ等の非事業価値を伝えるために、現場社員との交流
は有効なソリューションになりえる。まずはスモールスタートで始めてはどうか

• そもそも障がい者社員とフランク
に話をする機会をもつことで、
お互いを知り、理解することが
必要

• 昼食会を定期的に開催すること
で、普段職場が異なる知的障
がい者社員と、各事業部との
交流を実現

• 本人の希望と、親会社の事業
部の受け入れ状況を踏まえて
マッチングを行い、特例子会社
の障がい者社員を現場に派遣

• 基本的なサポートは本社の現場
で行うが、情報は定期的に共有

• 特例子会社と別に、グループ企
業に障がい者が活躍するチーム
を組成

• 数十名単位で障がい者社員の
組織を組成することで、事業部
のサポート負荷の軽減と、現場
社員との交流の両立を推進

• 障がい者の確保が難しい地方の
事業所が、グループ企業に業
務を発注することで、間接的に
障がい者雇用に貢献可能

現場社員との交流に係る事例

業務外におけるコミュニケーション 業務におけるコミュニケーション

昼食会を開催
（B社）

グループ企業の事業部に
障がい者のチームを組成

（D社）

事業部への社員派遣
（C社）

出所）各社 ヒアリング
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②コンテンツがない

単に自社の取組の成果を相手に伝えるだけでは、自社の価値を適切に説明できない。
定性・定量に関わらず、発揮すべき価値にもとづいたコンテンツ作成が重要である

コンテンツ作成の方向性（イメージ）

発揮すべき価値にもとづいていないコンテンツ 発揮すべき価値にもとづいたコンテンツ

自社が発揮すべき価値
（例：事業価値）

自社が発揮すべき価値
（例：事業価値）

法定雇用率 売上の
向上効果

発揮すべき価値に紐づいていないため、
「ハズレ」のコンテンツが存在

コストの
削減効果

売上の
向上効果

発揮すべき価値に応じたコンテンツを
準備することで、相手の納得感を醸成

支援学校・
地域社会との関係性

新規事業・
イノベーション実績
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②コンテンツがない

本日は、より説明力が高い、定量的なコンテンツの確立に関する事例をご紹介する

個別の取組の成果

• 自社が発揮すべき価値やビジョンに
紐づいていない取組の成果

• 例）事業価値が求められている場
合の地域住民との交流 等

価値に紐づいた
コンテンツ（定性）

価値に紐づいた
コンテンツ（定量）

• 自社が発揮すべき価値に紐づいた、
定性的な活動やその成果

• 例）地域交流が求められる場合の
地域住民との交流

• 例）CSRに関する価値が求められる
場合の対外講演 等

• 事業価値、非事業価値に関する
活動の成果を数値化したもの

• 例）KPIの設定や非財務価値の
定量化 等

障がい者雇用の価値を伝えるコンテンツの分類

コンテンツによる価値の説明力
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②コンテンツがない： 事業価値の数値化と活用

B社は、業務受託時に、障がい者社員が行った業務による現場社員の作業時間の削減
効果、外注費の削減効果を定量化して提示している

B社：事業価値の数値化と活用

出所）B社 ヒアリング

• 障がい者社員が行う業務により、「社員の
作業時間がどれだけ削減されるのか」を定
量化

• 「外注費がいくら削減されるのか」について
も、併記

B社の取組

• 障がい者社員の業務による事業価値を
定量化することで、社内（経営・各事業
部）における価値コミュニケーションに活用

コンテンツとしての活用可能性（NRI仮説）

業務受託時・・・
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②コンテンツがない： 非財務価値の定量化

D社は、工場見学の受け入れや対外講演活動によるブランディング効果を、
独自の計算により定量化し、対外発信活動のための予算を確保している

対外発信活動

ブランディング効果の
定量化

予算の獲得

D社：ブランディング効果の定量化による活動予算の確保

• 定量化したブランディング効果
をベースに、次期の活動予算を
確保

• 自社の工場見学の受け入れや講
演活動等のブランディング活動を
実施

• 「前年度以上の見学件数達成」
という目標を設定

• 対外発信活動によるブランド
価値の向上効果を、独自の
計算式に基づき、定量化

出所）D社 ヒアリング
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③手段・相手がない／分からない

社内に向けた発信手段には各社が取組んでいるものの、社外に向けた発信が課題となっ
ている。社外発信を活用することで、自社の取組の客観的な評価や社内への発信が可能

障がい者雇用の価値を伝える手段（例）

社内 社外

事業
価値

非事業
価値

表彰
CSRレポート
対外指標

（株主への事業報告、等）

社内報
イントラネット

親会社への報告

特に課題（アンケート結果より）
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③手段・相手がない／分からない： 対外指標の活用

米国では、障がい者雇用に関する取組をスコアリングする格付けが存在する

DEI（Disability Equality Index）の概要

作成者・
運営主体

• 米国障がい者協会（AAPD）

• 米国ビジネスリーダーシップネットワーク（USBLN）

出所）DEI公式ウェブサイト

格付けの目的
• 障がい者雇用に関する企業の取組の定量評価によ
り、企業の適正な評価・改善をサポートすること

評価方法

• 企業が、障がい者雇用の取組に関する質問に回答
し、レポートを提出

• 評価は年に1度行われ、障害者雇用の取組が100点
満点で評価される

参加企業の
メリット

• メディア、DEIウェブサイト等による広告・ブランディング

• 改善に向けたコンサルティングによる知見の獲得

• 参加企業同士のネットワーク形成
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③手段・相手がない／分からない： 対外指標の活用

ESGデータベースに蓄積されている400種類を超える指標から、24指標をスコアリングに用いて、ダイバーシティ、
インクルージョンを含む4つの視点で25点ずつ、合計100点で評価される

外資企業がトップ100企業の大半を占めているものの、一部の日本企業もランクインしている
（第24位：花王、第80位：ソニー、第88位：東芝）

ESG指標に係るデータベースをもとに、
ダイバーシティ＆インクルージョンを投資指標に昇華する動きがある

出所）Thomson Reuters 公式ウェブサイト

インクルージョンに関する項目

D＆I Indexの評価項目

Board Gender Diversity(%)

Board Member Cultural Diversity(%)

Women Employees(%)

New Women Employees(%)

Women Managers(%)

Women Executive Members(%)

Diversity Process(Y/N)

Diversity Objectives(Y/N)

Diversity and Opportunity

Controversies(Numeric)

Wages or Working Conditions

Controversies(Numeric)

Flexible Working Hours(Y/N)

Day Care Services(Y/N)

Employees with Disabilities(%)

HRC Corporate Equality Index(Numeric)

HIV/AIDS Program(Y/N)

Internal Promotion(Y/N)

Average Training Hours(Numeric)

Management Training(Y/N)

Career Development Processes(Y/N)

Empioyee Satisfaction(%)

Skills Training of Employees(Y/N)

INCLUSION

PILLAR

PEOPLE

DEVELOPMENT

NEWS&

CONTROVERSIES

DIVERSITY

PILLAR
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③手段・相手がない／分からない： 対外指標の活用

現状では、日本で対外指標は普及していないが、指標を上手く活用することで、
自社の取組を客観視する機会になり、その結果が価値を伝えるコンテンツにも繋がり得る

障がい者雇用における対外指標の活用の可能性

E社の人事担当者

• ESG指標が普及する中でD&I Index等を活用して高みを
目指すことで、自社の取組をさらに発展させることについて
は、ポジティブに捉えている

• 一方で、こうした指標の評価が自社の価値観やプライオ
リティからかけ離れていれば、それを必ずしも重視し、活用
する必要はないと考えている

障がい者雇用における対外指標活用に関するヒアリング結果

D社の人事担当者

• 当社ではESGをはじめ対外指標等を活用しているが、その
位置づけは、企業価値や取組を客観的に評価してもら
い、自社の取組に関するビジョンを具現化するツールであ
る

• 自社の活動が自己満足で終わらないために、こうした指標
や表彰を活用することで、活動の改善や、社員のモチベー
ション向上に繋がると考えている

対外指標・表彰等の外部リソース

親会社

特例子会社
ダイバーシティ経営・
障がい者雇用の
ビジョンを具現化

客観的な「物差し」と
しての対外指標活用

フィードバック・さらなる
改善（価値の向上）

客観評価・グローバル
プレゼンス向上の機会

の提供

出所）各社 ヒアリング
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本日のまとめ
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本日のまとめ

本日は、障がい者雇用の価値とそのコミュニケーションについて、
現状、もたらされる変化、企業に求められる対応の方向性についてご紹介した

本日ご紹介した内容

• 法定雇用率達成等、「雇用」による価値の発揮が上位に挙げられている

• コミュニケーションの相手は、親会社の経営層と支援機関がメインで、相手に
偏りがある状態である

• 障がい者雇用の価値のコミュニケーションにおける課題として、機会・リソース・
手段の不足等が主な課題として挙げられている

障がい者雇用の価値と
コミュニケーションの現状

• 法定雇用率の上昇、非財務指標の注目等の外部環境の変化に伴い、障が
い者雇用の価値を、「雇用」から「活躍」に転換していくことが求められる

• 発揮すべき価値の変化に伴い、コミュニケーションの在り方（誰に・どのようなコ
ンテンツを以って・いつ・どこで・どのような手段で）に変化が生じる

価値コミュニケーションに
起きる変化

• 以下により、コミュニケーションの課題を解決し、障がい者の「活躍」による価値
を適切に伝えることができる

 タスクフォースの組成・現場社員との交流（機会の充実）

 事業価値／非事業価値の定量化（コンテンツの充実）

 （物差しとしての）対外指標の活用（手段の充実）

企業に求められる
対応の方向性

１

2

３
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本日のまとめ

いま一度、障がい者雇用の価値とそのコミュニケーションの在り方について、
チェックしてみてはどうか

障がい者雇用の価値とコミュニケーションに関するチェックシート

分類 チェック項目 チェック欄

「どんな価値を」
• 親会社が、障がい者雇用に期待している価値が何かを把握しているか？

• 障がい者雇用が発揮すべき価値について、定期的に見直しを行っているか？

「誰に」
• コミュニケーション相手に偏りはないか？

• 発揮すべき価値により、誰にコミュニケーションを取るべきかを把握しているか？

「いつ・どこで」
• 経営に対して、障がい者雇用の価値を伝える場は設定できているか？

• 現場（事業部）の社員と交流できる場は設定できているか？

「どのようなコンテンツ
を以って」

• 事業価値・非事業価値の発揮について、何らかの方針・ビジョンがあるか？

• 一部の事業価値・非事業価値について、定量化する仕組はあるか？

「どのような手段で」
• 障がい者雇用の価値を伝える手段が確保できているか？

• 対外発信等の客観評価に基づいて、社内でコミュニケーションできているか？
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さいごに・・・
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さいごに

価値のコミュニケーションの前提として、
「自分達が発揮すべき価値が何なのか」を正しく認識する必要がある

障がい者雇用の価値向上のためのサイクル

①価値の認識

②価値の発揮
③価値の

コミュニケーション

「自分達が発揮すべき価値が
何なのか」に関する認識を、
他者とすり合わせる

発揮した価値を
ステークホルダーに適切に伝える

価値の発揮に向けて、
目標を掲げ、達成する
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さいごに

自社と他社で、認識のギャップが存在する価値について、
ステークホルダーと認識をすり合わせるためのコミュニケーションも必要になる

自社

知っている 知らない

各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

知
っ
て
い
る

自社もステークホルダーも
認識している価値
（開放の窓）

ステークホルダーは知っているが、
自社は認識していない価値

（盲点の窓）

知
ら
な
い

自社は認識しているが、
ステークホルダーは知らない価値

（秘密の窓）

自社もステークホルダーも
認識していない価値
（未知の窓）

障がい者雇用の価値に関する認識のギャップ： 「ジョハリの窓」

認識のすり合わせ

自社が提供する価値の点検

提供する価値の理解促進
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さいごに

特例子会社が単なる「雇用」から「事業価値／非事業価値での貢献」にステップアップ
しようとしていることが、今年度の調査から確認できた

特例子会社： 障がい者雇用の価値に係る成果指標の導入状況と導入意欲

（N=194）

出所）障がい者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査、野村総合研究所、2018

0

10

20

30

40

50

0 20 40 60 80 100

成果指標（定量・定性）の導入比率（％）

成果指標の導入意欲（％）

障がい者雇用の人数

障がい者雇用の人数達成に向けた活動

ダイバーシティ経営への貢献

広報活動

メディア等への外部発信

グループ業務への間接的な貢献

障がい者雇用に関する定着状況

グループ業務への直接的な貢献

新規事業創出・ノウハウの蓄積

すでに成果指標が普及している価値

成果指標の導入を模索しているが、
実現できていない価値

再掲

*上場企業の調査結果はP.42に掲載
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さいごに

事業価値だけでなく非事業価値を継続的に発信することが重要ではないか

事業価値

障がい者雇用における非事業価値発信の重要性

非事業価値

• 障がい者雇用の「活躍」を実現
し、また企業としての競争力を
維持するために、企業としての
事業価値（売上やコストダウ
ン）は重要な要素となる

• 一方、事業価値での貢献だけ
を追求していては、親会社から
「機能子会社」として見られ、
コスト競争力で外注と比較さ
れてしまい、価値を認められな
くなる可能性がある

• 事業価値だけでなく、特例子
会社“だからこそ”発揮できる
価値による貢献(地域社会へ
の貢献、ダイバーシティ経営へ
の貢献等) を、主体的に打ち
出すべき

• 現場社員との交流や価値の定
量化、対外指標の活用等によ
り、障がい者雇用の本来の価
値を持続的に打ち出すことが可
能ではないか
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どんな価値を」

傾向自体は特例子会社に類似しているものの、CSRや地域貢献をはじめ、
全体的に「価値の発揮ができている」と感じている割合が低い

上場企業： 障がい者雇用の価値の発揮に関する認識

10.5%

23.7%

13.2%

18.6%

27.2%

28.1%

37.2%

39.5%

44.7%

50.9%

64.9%

61.4%

63.2%

61.1%

58.8%

60.5%

58.4%

54.4%

50.0%

45.6%

24.6%

14.9%

23.7%

20.4%

14.0%

11.4%

4.4%

6.1%

5.3%

3.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

貴社、グループ会社の事業開発への貢献（N=114）

貴社、グループ会社の役職員への啓発（N=114）

売上げ・利益・コスト削減効果への貢献（N=114）

貴社、グループ会社の業務改善、効率化への貢献（N=113）

ESGやSDGｓへの貢献（N=114）

企業ブランドの向上（N=114）

企業のダイバーシティ経営への貢献（N=113）

地域貢献（地域における障害者雇用の促進等）（N=114）

CSRへの貢献（N=114）

法定雇用率の達成（N=114）

価値の発揮ができている 価値の発揮が十分にできていない 価値として認識していない／発揮したいと思わない

出所）障がい者雇用に関する実態調査、野村総合研究所、2018
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「誰に」

傾向自体は特例子会社に類似しているものの、経営層・支援機関をはじめ、
全体的に「価値を伝えられている」と感じている割合が低い

上場企業： 障がい者雇用の価値のコミュニケーション状況

14.3%

42.1%

10.5%

10.5%

21.1%

31.6%

43.9%

54.4%

69.6%

48.2%

72.8%

71.1%

64.9%

63.2%

50.9%

41.2%

15.2%

8.8%

16.7%

18.4%

14.0%

5.3%

5.3%

4.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

一般会社（N=112）

障害者支援機関／特別支援学校／公的機関

（ハローワーク等）（N=114）

貴社、グループ会社の顧客／消費者（N=114）

貴社、グループ会社の取引先（N=114）

貴社、グループ会社の株主（N=114）

貴社、グループ会社の一般社員（N=114）

貴社、グループ会社の管理職（N=114）

貴社、グループ会社の経営層（N=198）

価値を伝えられている 価値を伝えたいが、伝えられていない 価値を伝えたいと考えていない

出所）障がい者雇用に関する実態調査、野村総合研究所、2018
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どのようなコンテンツを以って」、「いつ・どこで」、「どのような手段で」

上場企業では、コンテンツ不足を課題としている割合が特例子会社に比べて多い

出所）障がい者雇用に関する実態調査、野村総合研究所、2018

上場企業： 社内ステークホルダーに対するコミュニケーションの障壁
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障がい者雇用の価値とコミュニケーションの現状： 「どのようなコンテンツを以って」、「いつ・どこで」、「どのような手段で」

社外コミュニケーションの障壁についても、同様の傾向が確認できた

出所）障がい者雇用に関する実態調査、野村総合研究所、2018

上場企業： 社外ステークホルダーに対するコミュニケーションの障壁
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価値コミュニケーションに起きる変化

特例子会社と同様、障がい者の「雇用」から「活躍」にステップアップしようとしていること
が見て取れる

上場企業： 障がい者雇用の価値に係る成果指標の導入状況と導入意欲

（N=113）

出所）障がい者雇用に関する実態調査、野村総合研究所、2018
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